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Ⅰ D07 国際的なプロジェクトマネジメントルールへの 政策的関与 
一日本金 の マネジメント 体系 /P2M) の事例から 一 

0 後藤芳 ・ 伊藤正雄 ( 経 産省 ) , 
石倉 政幸 ( プロジェクトマネジメント 資格認定センタ 一 ) ，小原重信 ( 千葉正大 ) 

Ⅰ． はじめに 

競争のグローバル 化、 先行者独り勝ち、 ビジネスモデル 競争の時代、 ( 株式 ) 市 

場の評価が経営判断に 反映するという 経営環境のもと、 企業経営は資本効率指向、 

スピード重視、 コアビジネ 、 ス への集中、 業界再編等への 対応にパラダイムを 変化 

させている。 組織運営の競争力が 問われ、 プロジェクト 方式の組織運営、 コンピ 

テンシ一指向の 人事評価等の 導入が進んでいる。 この一環で「プロジェクトマネ 、 

、 ジメント (PM) 」が注目されている。 営利・非営利の 別や事業の性格で 内容は異 
なるものの、 組織運営を効果的に 行 う との要請は一般にあ てはまると考えられる。 

我が国の PM は米欧の手法を 導入して始まった。 しかるに組織運営の 規範は組 

織の属する文化的風土への 適性が求められる。 我が国の組織運営には 長期的視野、 

人的資源重視、 生産技術、 協調的な組織間・ 組織と個人間関係等の 長所があ る。 
経済産業者では、 1 9 9 9 ～ 2 0 0 1 年度の間に一般会計予算により、 我が国 

独自の P M 体系であ る 「 P 2 M 」 (ProJect & Program Management for 

EnterpriseInnovation) を開発した。 0 1 年 1 1 月に公表し、 国際的に PM の体 
系は「第 3 世代」 に入った。 米欧からも高い 支持が得られている。 本論では、 産 

業 政策に よ る PM 体系開発の背景と 意義を整理する。 

2 . 「 P 2M 」策定の背景と 意義 

社会的課題が 一層多面化している。 「 3 E 0 地球環境、 エネルギー、 経済 ) 」 の 

同時達成、 「少子・高齢社会」対応、 「雇用機会」創出、 「国際的ポジション」の 確 

保等の今日的課題に 対応する社会モデルと、 産業政策の規範が 求められている。 
例えば緊急課題として、 産業競争力の 再構築があ る。 今回の空洞化は 中国等の 

競争力の影響はあ るものの、 我が国自身の 問題も大きいと 考えられる。 かねて 我 

が 国は、 知的資産を欧米に 依存しつつ西側の 一員と許容され、 船頭 ( 欧米 ) に対 

する漕ぎ手 ( 日本 ) を任じてきた 1) 。 転機は 9 0 年前後にあ ったと考えられる。 

国際競争力が 世界一 ( I MD 調査 ) とされ、 ドイッ統一 や ソ連崩壊で「西側の 一 

員」 の構図が崩れた。 その後現在まで 1 0 年余、 国際的地位に 見合う知的寄与を 

十分に行ってきたか、 改めて省みる 必要があ ると考えられる。 

科学技術分野での 知的寄与には、 大別して研究開発を 通じた技術シーズの 開拓 

と 取組みの枠組を 作ることがあ る。 前者は国の政策でも 力が入れられている ([ 図 
表 Ⅰ ) の 「シナリオ Y 」 ) 。 本論は後者を 論じる。 工業標準、 知的財産権 、 独占 禁 

止 、 情報網、 政策評価等の 技法や枠組は 重要な知的財産であ り、 開発と維持に コ 
ストがかけられている。 

船頭 一 漕ぎ手論は「ルールを 作るのは外国、 モノを作って 儲けるのは日本」 の 
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姿勢でもあ る。 経済活 
動のグローバル 化によ 

[ 図表 1] 産業政策による「空洞Ⅰ ヒ 」対応シナリオ 

り 、 こうしたルールを 改善方向 : 枠組・知的成果で 寄与 
作成して運営を 主導す 
ることは自らの 価値観 @i ・ tz@y@@@@@@:@@BoHl @@ ， ， )@@m 制約要因 : 「知の価値』の 理解 

市場、 国際展開 

造 的に支配すると 考え   

られる。 一方、 ルール 
制約要因 : 不確実、 気風・制度 

作りに関与するには、 Ⅴ 
国際的な支持を 得るた 
めの リーダーシップ と         メ 原因 エ : 中国の価格競争力 

  改善方向 : 費用対効果 
それを支える 深 い 知見     ,     シナリオⅩ 

  対応策 : 生産方法 
の 蓄積が必要であ る。     制約要因 : 価格競争 
右の図表では、 「 シ 

ナリオ Z 」に相当する。 

3 . PM 体系の沿革と P 2M の位置づけ 
公的・非公的、 営利・非営利を 問わず、 限られた時間や 資源的のもとで 効率的 
に 事業を運営することへ 要請が高まっている。 各種の事業は、 個別限定的なプロ 
ジェク ト とその集合であ るプロバラムとして 把握できる。 
PM 体系の発展の 沿革は 、 [ 図表 2] のようになる。 「第 1 世代」は 、 大きな エ 
数の事業を円滑に 遂行するための 経営資源の統制を 目的として、 戦中～戦後に 米 
欧を中心に発達した。 「第 2 世代」は、 日本を意識して 効率を重視した 8 0 年代後 平 に、 米国によって 開発された。 情報産業等では 現在、 第 2 世代が普及してい る 

その後、 我が国が開発 
[ 図表 2] 「マネジメント」体系の 進歩 し 、 0 1 年に公表した 

P 2 M によって P M の 
■ 第 「世代 : 戦中～戦後 ( 経営資源の統制 )  体系は「第 3 世代」を 
づ 目標 ( コスト、 期限、 品質 ) の明確化 迎えた。 第 2 世代に比 
( 例 : 0R 、 TVA 、 マンハッタン 計画、 アポロ計画 ) べて、 ファイナンス 

( 例 : P F I に不可欠 ) 

  

｜ 

づ 日本の効率意識、 ストクホル タ 。 の満足、 個別事業のレベル 
ド 等の知見が加えられ 

( 例 : ヒ 。 シ 。 ネ スフ。 ロセス・ リェンシ 。 ニアリンク。 、 P  M  B  0  K  ") たほか、 外部環境の変 
化を予定していること、 

■第 3 世代 : 2 0 0 「 年 ～ ( 目標を設定し 課題解決 )  プロジェクト 群からが 

づ 「仕組みづくり」を 通じ目。 ロゾカト 群を総合的に 運営 る プロバラムを 対象と 
日本務 め P 2 M が 略矢 となり「第 3 世代」 へ していることなどの 点 、 
小原重信 氏 ( 干葉工業大学教授 ) の分類をもとに 作成 で高度化している。 
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4 . P 2M の概要と政策上の 位置づけ 

P 2M の体系は 、 [ 図表 3 ] であ る。 体系 
の 全体を「 PM タワー」 と称し、 4 部で構成 

されている。 上から順に「 第 1 部 : ェ ントリ 
一 」「第 2. 部 : プロジェクトマネ 、 ジメント」 ① 定 き、 基本屈性、 枠組 

② フ "p グュ クトマネ シ " メント共通観 

「第 3 部 : プロバラムマネ 、 ジメント」「第 4 ③複合マネジメント 

部 : 個別マネ 、 ジメント」であ る。 個別マネジメント 

PM の体系を進化させることは、 個別の組 
織 運営を高度化させるとともに、 要請の複雑 

①定義、 基本屈性、 枠組 化によって背反しがちな 価値観を調和さ 
際に、 こうした体系を 共有することが 寄与す ③プロバラム 基盤 

④アーキテクチヤマネジメント 
ると考えられる。 また、 自国に特有の 価 
を 体系に反映させることによって 国際的に知 ⑥ フ " ラット フオ吋 マネ シ " メント 

⑦ フ " 。 ク " ラムライフサイクルマネ・ ン 。 メント 
的に寄与するとともに、 国際的な競争のル 一 

かは 自国の価値観を 反映させることが     
できる。 このような目的により、 経済 

産業省は ( 財 ) エンジニアリンバ 振興 協 
会 に委託し、 「プロジェクトマネ 、 ジメ 

ント導入開発委員会」 ( 委員長 : 小原 重 
信 千葉工業大学教授 ) を設けて P 2 M 

を 開発した。 開発には 0 1 年度までの                                 ぬ "; 

3 年間に 7 千万円余りをかけた。 0 2 

年 4 月に、 特定非営利活動法人プロジ ( 特定非営利活動法人アロゾがトマネ ゾメハ 
ェ クトマネ 、 ジメント資格認、 定センター 資格認定 廿ノタ - 資料 ) 

( 理事長 : 吉川腔之元東京大学学長 ) 
を 設けた。 3 つの階層で資格認定を 行 

      02 年 8 月には、 PMS 0 知識 レ [ 図表 4JP2M への産業政策上のコミット 
ベル ) の第 1 回の資格認定試験を 行っ 

た 。 5 9 9 名が受験し、 2 5 2 名が合 これまで 

格 した。 より高度な 2 つの階層の認、 定 「 7. 。 ゾリトヨゾ メント導入開発調査」 

は 、 来年度以降に 順次始められ る ( 三 知識体系の検討 + 資格制度の創設検討 

今後の産業政策としては、 PM 体系 計 7 千万円余 /99-0lFY. ( 財 ハン 振協 委託 ) 

の国際的なハーモナイ ズ を推進するほ 

か 、 産業界への浸透、 研究・教育分野 干「国儀 PM 大会開催支援」 (Nov.01) 
での活用、 非営利分野への 浸透等を進 

める予定であ る。 0 2 年 1 0 月からは これから 

経済産業省内の 研修においても、 P 2 [ ① 国捺的 ハーモナイス、 ②産業界への 浸透、 

M を通じたマネ 、 ジメントスキルの 向上 ③研究・教育分野で 活用、 ④非営利分野へ 浸透」 

に 着手する ([ 図表 4 ]) 。 亡 競争力再構築策の 重点として継続的支援 
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5 . PM の水準と科学 

技術政策への 示唆 
[ 図表 5] マネジメント 体系の課題と 対応の方向 

一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 

マネジメント・マイ MG 下水準 MG 丁に ょ 6 対応の水準 直面する課題 

ンド の水準を [ 図表 5]  ( 典型例 ) (MGT 体系の課題 ) 

に 示す。 米欧の分析的 一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一 

アプローチ ( 仮 u : MB  レベル 3 ▼ 総合的な課題設定・ 対応 

A) を 基準にとると、 (P2M)  ( 体系自体の開発が 必要 

何 % 的 視点を反映させ た P 2M が上位にな る レベル 2V  戦略的発想での 運営管理 社会的課題の 多元化 

方 我が国の現状は (MBA) (2 元論的体系の 限界 ) ⅩⅠ ( 例 : 地球環境問題 ) 

意思決定が暗黙 知 にと 
  
  

どまる場合が 多く、 マ                                             ㌧①競争力再構築 ( 当面 ) 

ネ、 ジメント機能の 弱さ ( 日本現状 ( ① MG 下機能の欠如 ) ②競争力再構築 ( 構造的   

も 指摘される。 レベル PO0 「 ( ②固有の体系を 構築 ▼③キャッチアップ 型 

1 水準と考えられる。 MGT) する必要性 ) づ フロントランナ 一型 

我が国の水準から 向   
かうべき今後の 方向と 

して、 2 とおり考えられる。 図中の   の取組みが求められる。 
「マネジメント」には、 狭義と広義があ る。 前者は与件のもとで 効果的な成果 

を 得るもので、 [ 図表 2] の「第 2 世代」、 [ 図表 5] の「レベル 2 」までの水準で 
あ る。 科学技術政策を 例に [ 図表 6] に示す。 有望技術のうちにも、 米国等の指 

摘で活発化した 分野があ る。 こ 
[ 図表 6] 「競争力」をめぐるパラダイムの 変化 こでは、 「テーマ」と 規定された 

分野の効果的運営を 図る作業に 
競争力 ( 今後 ) 叩 テーマ ] 自体を決める」 なり、 左図の 2 番目の水準にな 例 : ナノ、 バイオ、 DM 三が戦略的な 分野 ろ 今後は、 テーマ自体を 提唱 

するといった 水準での寄与が 必 、 

  要 と考えられる。 これは目標 や 
例 : ナノ、 バイオ、 D M 三分野が強い 解くべき課題を 自ら決めにいく 

水準であ り、 PM としては「 第 
                                                        な 分野で強い」 3 世代」 と 「レベル 3 」 に当た 

例 : 高度な分野、 付加価値が高じ る。 政策分野で     PM 水準の 

向上が重要課題と 考えられる。 
一往 一 

Ⅰ ) 「船頭 一 漕ぎ手」論は、 ( 財 ) 日本システム 開発研究所垣田行雄専務理事によ 

る 。 (( 財 ) 機械振興協会「機械振興」 0 2 年 2 月号 ) 
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プロジェクトマネ 、 ジメント導入開発委員会「 P 2M プロジェクト & プロバラムマ 

ネ 、 ジメント標準ガイドブック」， 0 1 年 1 Ⅰ 月 

小原重信「 P 2M 入門」 H& l , 0 2 年 9 月 
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